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Ⅰ 財務書類について 

 

  津島市では、現金主義による会計処理では見えにくい情報を補完し、市の財政状況

を総合的かつ体系的に表すため、「総務省方式改訂モデル」に基づき、財務書類４表

を作成、公表してきました。 

  しかし、財務書類等の作成方法が「総務省方式改訂モデル」のほか、「基準モデル」

など複数存在し、団体間での比較が困難であるほか、複式簿記の導入が進まない、固

定資産台帳の整備が十分でないなどの課題がありました。 

  このため総務省は、平成27年１月に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」

を示し、すべての自治体において「統一的な基準」による財務書類等を作成するよう

要請しました。 

  これを受け、津島市では、平成28年度決算から「統一的な基準」による財務書類等

を作成し、公表しています。 

  なお、本書については、一般会計等を基に作成しており、市全体財務書類及び連結

財務書類については、ホームページにて公表します。 

 

  (※)一般会計等とは 

    地方公共団体ごとに異なる会計範囲を調整し、全国統一の基準で統計を行う際に用いられる決算

統計上の会計で、津島市では、一般会計と特別会計のうち住宅新築資金等貸付事業特別会計及びコ

ミュニティ・プラント事業特別会計を合わせたもの。 

 

  財務書類４表 

  

貸借対照表 地方公共団体がどれほどの資産や債務を有するかについ

ての情報を表したもの 

行政コスト計算書 地方公共団体の資産形成を伴わない活動に伴うコスト

と、受益者負担である使用料・手数料等の収益を対比し

て表したもの 

純資産変動計算書 貸借対照表の純資産の部に計上されている数値、つまり

資産と負債の差額が一会計期間にどのように増減したか

を表したもの 

資金収支計算書 現金等の資金の流れを、性質に応じて「業務活動収

支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の３つの区

分に分けて表したもの 
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Ⅱ 貸借対照表について 

 

１ 令和元年度一般会計等貸借対照表 

 

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 73,625,424,098   固定負債 18,340,884,371

    有形固定資産 70,598,122,931     地方債 15,296,058,923

      事業用資産 35,155,399,256     長期未払金 -

        土地 17,186,426,278     退職手当引当金 2,976,099,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 44,072,310,534     その他 68,726,448

        建物減価償却累計額 △26,454,320,578   流動負債 1,928,187,144

        工作物 641,087,777     １年内償還予定地方債 1,345,438,868

        工作物減価償却累計額 △311,828,655     未払金 121,453

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 269,048,689

        航空機 -     預り金 255,114,037

        航空機減価償却累計額 -     その他 58,464,097

        その他 - 負債合計 20,269,071,515

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 21,723,900   固定資産等形成分 75,416,801,355

      インフラ資産 34,837,398,619   余剰分（不足分） △18,883,490,248

        土地 4,605,804,524

        建物 695,169,371

        建物減価償却累計額 △386,166,666

        工作物 87,072,424,689

        工作物減価償却累計額 △57,299,512,692

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 149,679,393

      物品 2,216,449,367

      物品減価償却累計額 △1,611,124,311

    無形固定資産 27,710,264

      ソフトウェア 27,710,264

      その他 -

    投資その他の資産 2,999,590,903

      投資及び出資金 2,577,332,000

        有価証券 -

        出資金 2,577,332,000

        その他 -

      投資損失引当金 △1,625,627,000

      長期延滞債権 421,220,718

      長期貸付金 1,287,341,477

      基金 376,155,420

        減債基金 -

        その他 376,155,420

      その他 -

      徴収不能引当金 △36,831,712

  流動資産 3,176,958,524

    現金預金 1,276,074,886

    未収金 125,038,049

    短期貸付金 99,079,368

    基金 1,692,297,889

      財政調整基金 1,681,185,219

      減債基金 11,112,670

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 △15,531,668 純資産合計 56,533,311,107

資産合計 76,802,382,622 負債及び純資産合計 76,802,382,622

貸借対照表
（令和2年3月31日現在）
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   令和２年３月31日現在、資産の総額は768億238万2,622円、負債の総額は202億

6,907万1,515円で、純資産は565億3,331万1,107円、資産に対する負債の割合は

26.4%となっています。 

   資産の部では、有形・無形固定資産が706億2,583万3,195円と全体の92.0%を占め

ており、次いで、現金預金等の流動資産が31億7,695万8,524円（4.1%）で、投資そ

の他の資産が29億9,959万903円(3.9%)となっています。 

   一方、負債の部では、翌年度償還予定額を含めた地方債残高が166億4,149万

7,791円で、全体の82.1%を占めています。地方債は公共資産整備のための財源に充

てられてきたもののほか臨時財政対策債を含みます。 

   また、翌年度償還予定の地方債等の流動負債が19億2,818万7,144円(9.5%)となっ

ています。 

 

 ２ 貸借対照表の内容 

  (1) 固定資産 

   ○ 有形固定資産 

    ・事業用資産 

     土地、建物、工作物等のうちインフラ資産及び物品以外の有形固定資産が該

当します。 

    ・インフラ資産 

     道路ネットワーク、下水処理システム、水道等のシステムまたはネットワー

クの一部であること、性質が特殊なものであり代替的利用ができないこと、移

動させることができないことといった特徴の一部またはすべてを有するものが

該当します。 

    ・物品 

     地方自治法第239条第１項に規定するもので、原則として取得価額または見

積価格が50万円（美術品は300万円）以上のものが該当します。 

   ○ 無形固定資産 

    ・ソフトウェア 

     財務会計システム、税務システム、住民基本台帳システム等のソフトウェア

が該当します。 

   ○ 投資その他の資産 

    ・投資及び出資金 

     公営企業や第三セクター等に対する出資金、出捐金等です。 
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    ・長期延滞債権 

     納税期限や回収期限から１年以上経過し、まだ収入されていない債権です。 

    ・長期貸付金 

     住宅新築資金貸付金や市民病院事業への貸付金等のうち１年以内に償還期限

が到来しないものです。 

    ・基金 

     財政調整基金及び減債基金以外の基金が該当します。 

  (2) 流動資産 

   ○ 現金預金 

     現金及び歳計現金等の保管方法として定めた預金等をいいます。 

   ○ 未収金 

     税金等の未収入金です。 

   ○ 基金 

     財政調整基金及び減債基金が該当します。 

  (3) 固定負債 

   ○ 地方債 

     市が発行した地方債のうち、償還予定が１年超のものをいいます。 

   ○ 退職手当引当金 

     職員全員が当該年度末時点で退職した場合に必要となる退職手当額です。 

  (4) 流動負債 

   ○ １年内償還予定地方債 

     「地方債」に係る翌年度の償還予定額を計上しています。 

   ○ 賞与等引当金 

     翌年度に支給される賞与（ボーナス等）のうち当年度分を計上しています。 
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Ⅲ 行政コスト計算書について 

 

 １ 令和元年度一般会計等行政コスト計算書 

  

（単位：円）

  経常費用 20,062,371,262

行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

    業務費用 9,806,964,721

      人件費 3,617,442,046

        職員給与費 2,906,478,295

        賞与等引当金繰入額 269,048,689

        退職手当引当金繰入額 263,128,733

        その他 178,786,329

      物件費等 5,946,946,713

        物件費 2,967,383,331

        維持補修費 201,363,824

        減価償却費 2,778,199,558

        その他 -

      その他の業務費用 242,575,962

        支払利息 48,075,842

        徴収不能引当金繰入額 44,739,003

        その他 149,761,117

    移転費用 10,255,406,541

      補助金等 4,043,906,428

      社会保障給付 4,146,682,761

      他会計への繰出金 2,058,738,728

      その他 6,078,624

  経常収益 754,637,589

    使用料及び手数料 294,633,525

    その他 460,004,064

純経常行政コスト 19,307,733,673

  臨時損失 280,478,735

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 176,471,484

    投資損失引当金繰入額 103,581,000

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 426,251

純行政コスト 19,577,114,270

  臨時利益 11,098,138

    資産売却益 11,098,138

    その他 -
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経常費用の総額が200億6,237万1,262円であるのに対して、施設利用料等の行政 

サービスに係る受益者負担額である経常収益の総額は７億5,463万7,589円となって

います。  

   性質別では、社会保障給付費等の移転費用が102億5,540万6,541円で、経常費用

総額の51.1%を占めています。次いで、物件費等が59億4,694万6,713円(29.6%)で、

職員給与費等の人件費が36億1,744万2,046円(18.0%)となっています。 

 

 ２ 行政コスト計算書の内容 

  (1) 人件費 

    職員給与費、賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額等を計上しています。 

   ○ 退職手当引当金繰入額 

     その年度の勤務に起因する退職手当引当金へ繰り入れる増加額分を計上して

います。 

  (2) 物件費等 

    物件費、維持補修費、減価償却費等を計上しています。 

   ○ 物件費 

     人件費、維持修繕費や扶助費等、他に分類されているコスト以外の費用（消

耗品、備品購入費、使用料等）を計上しています。 

   ○ 維持補修費 

     市が管理している各種施設の修繕費等を計上しています。 

   ○ 減価償却費 

     一定の耐用年数に基づき計算された当該会計期間中の負担となる資産価値減

少金額をいいます。 

  (3) 移転費用 

    補助金等、社会保障給付、他会計への繰出金等、様々な目的のために、直接現

金で支出されるものを計上しています。 
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Ⅳ 純資産変動計算書について 

 

 １ 令和元年度一般会計等純資産変動計算書 

 

前年度末純資産残高として578億9,727万7,717円、純資産の減少要因である純行

政コストとして195億7,711万4,270円、純資産の増加要因である税収等134億9,653

万9,987円や国県等補助金46億6,156万7,326円等が計上され、期末純資産残高が565

億3,331万1,107円となっています。  

純資産の残高は、前年度末と比べて13億6,396万6,610円減少しております。その

分、将来世代に引き継ぐ財産が減少したことを表します。 

 

 ２ 純資産変動計算書の内容 

  (1) 前年度末純資産残高 

    前年度末の貸借対照表に計上されている純資産額です。 

  (2) 純行政コスト 

    当該年度の行政コスト計算書で算出される純行政コストと連動します。 

  (3) 税収等 

    市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、市たばこ税、地方譲与税及び

地方交付税等をいいます。 

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 57,897,277,717 76,348,970,258 △18,451,692,541

  純行政コスト（△） △19,577,114,270 △19,577,114,270

  財源 18,158,107,313 18,158,107,313

    税収等 13,496,539,987 13,496,539,987

    国県等補助金 4,661,567,326 4,661,567,326

  本年度差額 △1,419,006,957 △1,419,006,957

  固定資産等の変動（内部変動） △987,209,250 987,209,250

    有形固定資産等の増加 1,304,389,104 △1,304,389,104

    有形固定資産等の減少 △3,019,713,244 3,019,713,244

    貸付金・基金等の増加 1,263,884,105 △1,263,884,105

    貸付金・基金等の減少 △535,769,215 535,769,215

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 55,040,347 55,040,347

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 △1,363,966,610 △932,168,903 △431,797,707

本年度末純資産残高 56,533,311,107 75,416,801,355 △18,883,490,248

純資産変動計算書

至　令和2年3月31日
自　平成31年4月1日
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  (4) 国県等補助金 

    国庫支出金、県支出金等をいいます。 

  (5) 固定資産等の変動 

○ 無償所管換等 

     無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等をいいます。 
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Ⅴ 資金収支計算書について 

 

 １ 令和元年度一般会計等資金収支計算書 

 

（単位：円）

  業務支出 17,086,296,733

    業務費用支出 6,830,890,192

      人件費支出 3,464,411,597

資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

    移転費用支出 10,255,406,541

      補助金等支出 4,043,906,428

      社会保障給付支出 4,146,682,761

      物件費等支出 3,168,747,155

      支払利息支出 48,075,842

      その他の支出 149,655,598

    税収等収入 13,463,878,020

    国県等補助金収入 4,328,668,728

    使用料及び手数料収入 295,792,587

      他会計への繰出支出 2,058,738,728

      その他の支出 6,078,624

  業務収入 18,546,696,377

    その他の支出 24,967,800

  臨時収入 -

業務活動収支 1,435,431,844

    その他の収入 458,357,042

  臨時支出 24,967,800

    災害復旧事業費支出 -

    基金積立金支出 857,726,135

    投資及び出資金支出 188,993,000

    貸付金支出 117,000,000

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,468,108,239

    公共施設等整備費支出 1,304,389,104

    基金取崩収入 105,384,385

    貸付金元金回収収入 203,784,658

    資産売却収入 101,108,140

    その他の支出 -

  投資活動収入 744,119,530

    国県等補助金収入 332,898,598

  財務活動支出 1,496,154,223

    地方債償還支出 1,416,203,093

    その他の支出 79,951,130

    その他の収入 943,749

投資活動収支 △1,723,988,709

【財務活動収支】

財務活動収支 321,845,777

本年度資金収支額 33,288,912

前年度末資金残高 987,671,937

  財務活動収入 1,818,000,000

    地方債発行収入 1,818,000,000

    その他の収入 -

本年度末歳計外現金残高 255,114,037

本年度末現金預金残高 1,276,074,886

本年度末資金残高 1,020,960,849

前年度末歳計外現金残高 239,693,177

本年度歳計外現金増減額 15,420,860
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   資金収支計算書は、現金の流れを示すものであり、本年度末歳計現金預金残高は、

貸借対照表の「現金預金」と一致します。 

   収支を性質に応じて、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の３つに区分

して表示することで、市のどのような活動に資金が必要とされているかを説明する

ことができます。 

   令和元年度は、業務活動収支が14億3,543万1,844円、財務活動収支が３億2,184

万5,777円計上されており、その収支余剰で、投資活動収支における17億2,398万

8,709円の収支不足を補えており、当期収支として3,328万8,912円の余剰金が生じ

たことが分かります。 

 

 ２ 資金収支計算書の内容 

  (1) 業務活動収支 

    人件費や物件費等の支出と、その財源である市税や手数料等の収入が計上され

ており、日常の行政活動による資金収支を表しています。 

  (2) 投資活動収支 

    公共資産の整備に係る支出等と、その財源である補助金等による収入等が計上

されており、公共事業等に伴う資金収支の状況を表しています。 

  (3) 財務活動収支 

    起債の償還に対する支出等と、投資活動の財源である起債収入が計上されてお

り、財務活動による資金収支の状況を表しています。 
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Ⅵ 財務書類４表の関係 

 

  貸借対照表の純資産は、国・県からの補助金や市の財源ですでに負担した部分を表

していますが、この純資産の変動を表したものが純資産変動計算書になります。 

  行政コスト計算書は純資産変動計算書における純行政コストの詳細な内訳書です。 

  資金収支計算書は現金預金の動きを表す計算書ですが、本年度末残高と本年度末歳

計外現金残高の合計は貸借対照表の現金預金と一致します。すなわち、資金収支計算

書は貸借対照表に計上されている現金預金の増減明細書ということになります。 

 

  

  

(単位:円)

科目名 金額 科目名 金額 金額

【業務活動収支】 【資産の部】

  業務支出 17,086,296,733   固定資産 73,625,424,098 18,340,884,371

  業務収入 18,546,696,377     有形固定資産 70,598,122,931

  臨時支出 24,967,800     無形固定資産 27,710,264 1,928,187,144

  臨時収入 -     投資その他の資産 2,999,590,903

業務活動収支 1,435,431,844   流動資産 3,176,958,524 20,269,071,515

  投資活動支出 2,468,108,239     未収金 125,038,049 75,416,801,355

  投資活動収入 744,119,530     短期貸付金 99,079,368

投資活動収支 △1,723,988,709     基金 1,692,297,889 △18,883,490,248

【財務活動収支】     棚卸資産 -

  財務活動支出 1,496,154,223     その他 -

財務活動収支 321,845,777 資産合計 76,802,382,622 76,802,382,622

本年度末資金残高 1,020,960,849

本年度末歳計外現金残高 255,114,037

  経常費用 20,062,371,262 前年度末純資産残高 57,897,277,717

  臨時損失 280,478,735   財源 18,158,107,313

  臨時利益 11,098,138

  無償所管換等 55,040,347

  その他 -

19,577,114,270純行政コスト

【投資活動収支】 【純資産の部】1,276,074,886    現金預金

合計科目名金額科目名1,276,074,886本年度末現金預金残高

行政コスト計算書

貸借対照表

56,533,311,107本年度末純資産残高

1,818,000,000  財務活動収入 56,533,311,107純資産合計△15,531,668    徴収不能引当金

△19,577,114,270  純行政コスト（△）754,637,589  経常収益

-  資産評価差額

資金収支計算書

  固定資産等形成分

負債合計

科目名

 固定資産等の変動（内部変動）

負債及び純資産合計

  余剰分（不足分）

純資産変動計算書

  流動負債

  固定負債

【負債の部】
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Ⅶ 財務書類４表の分析 

 

 １ 市民一人当たり資産額・負債額 

    市民一人当たり資産額は、資産の形成度を示す指標の一つです。 

    また、市民一人当たり負債額は、財政の健全性を示す指標の一つです。 

     ※人口は令和２年１月１日現在の住民基本台帳人口（62,346人）を基に算出。 

     【算出方法】 (市民一人当たり資産額) 資産合計÷住民基本台帳人口 

            (市民一人当たり負債額) 負債合計÷住民基本台帳人口 

     ・津島市の市民一人当たり資産額は、123万1,873円となります。 

     ・津島市の市民一人当たり負債額は、32万5,106円となります。 

  

  

 

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 1,180,916   固定負債 294,179

    有形固定資産 1,132,360     地方債 245,342

      事業用資産 563,876     長期未払金 -

      インフラ資産 558,775     退職手当引当金 47,735

      物品 35,551     損失補償等引当金 -

      物品減価償却累計額 △25,842     その他 1,102

    無形固定資産 444   流動負債 30,927

      ソフトウェア 444     １年内償還予定地方債 21,580

      その他 -     未払金 2

    投資その他の資産 48,112     未払費用 -

      投資及び出資金 41,339     前受金 -

      投資損失引当金 △26,074     前受収益 -

      長期延滞債権 6,756     賞与等引当金 4,315

      長期貸付金 20,648     預り金 4,092

      基金 6,034     その他 938

      その他 - 負債合計 325,106

      徴収不能引当金 △591 【純資産の部】

  流動資産 50,957   固定資産等形成分 1,209,649

    現金預金 20,468   余剰分（不足分） △302,882

    未収金 2,005

    短期貸付金 1,589

    基金 27,144

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 △249 純資産合計 906,767

資産合計 1,231,873 負債及び純資産合計 1,231,873

貸借対照表(市民１人当たり)
（令和2年3月31日現在）
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 ２ 歳入額対資産比率 

 歳入額対資産比率は、資産の形成度を示す指標の一つです。 

 過年度に形成された資産は、歳入の何年分に相当するのかを見ることがで

き、地方公共団体の資産形成の度合いを測ることができます。 
 【算出方法】 資産合計 ÷ 歳入総額 

     ・津島市の歳入額対資産比率は、3.5％となります。（H30比率 3.8％） 

 ３ 資産老朽化比率 

 資産老朽化比率は、保有する資産が耐用年数に対してどの程度経過している

のかを全体として把握するための指標です。 
 【算出方法】減価償却累計額 ÷ (有形固定資産合計 － 土地 ＋ 減価償却累計額) 

     ・津島市の資産老朽化比率は、63.8％となります。（H30比率 62.4％） 

 ４ 純資産比率 

 純資産比率は世代間の公平性を示す指標の一つです。 

 地方公共団体は地方債の発行を通じて将来世代と現世代の負担の配分を行っ

ていますが、その負担割合は純資産と資産総額の比率で測ることができます。

数値が低いほど、将来世代へ先送りされた負担が大きいことを示します。 
 【算出方法】 純資産合計 ÷ 資産合計 

     ・津島市の純資産比率は、73.6％となります。（H30比率 74.5％） 

 ５ 将来世代負担比率 

 将来世代負担比率は世代間の公平性を示す指標の一つです。 

 社会資本等の公共資産について、負債による形成割合を算出することで、社

会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができます。 
 【算出方法】 地方債残高 ÷ 有形固定資産合計 

     ・津島市の将来世代負担比率は、23.6％となります。(H30比率 22.5％） 

 ６ 地方債償還年数 

 地方債償還年数は、財政の持続可能性（健全性）を示す指標の一つです。 

 地方債残高を経常的に確保できる資金で返済した場合、何年で返済できるか

を示すことにより、当該団体の財政規模と負債額のバランスが取れているかど

うかを判断します。 
 【算出方法】 （地方債残高 － 減債基金）÷ 

［業務活動収支額（臨時収支分を除く）］ 

     ・津島市の地方債償還年数は、11.4となります。(H30地方債償還年数 17.3） 

 ７ 基礎的財政収支 

 地方債等の元利償還金額を除いた歳出と地方債等の発行収入を除いた歳入の

バランスを示す指標となり、当該バランスが均衡している場合には、経済成長

率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、

持続可能な財政運営であると言えます。  
 【算出方法】 業務活動収支 ＋支払利息支出 ＋ 投資活動収支 

     ・津島市の基礎的財政収支は、△２億4,048万1,023円となります。(H30基礎

的財政収支 １億9,452万9,159円） 
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Ⅷ おわりに 

  総務省からの要請に基づき、すべての地方公共団体において「統一的な基準」に基

づく財務書類等が作成されます。 

  今後、他団体との比較を行い、本市の財政状況の特徴を明らかにするなど、さらな

る財政の健全化に努めるとともに、より分かりやすい財務情報を提供できるよう、引

き続き取り組みを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 


